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長崎県の人口動態に関するデータ整理

大 澤 裕 次１

１．はじめに

国立社会保障・人口問題研究所は、２０２３年１２月２２日、「日本の地域別将来推計人

口（令和５年推計）」を公表した。長崎県の人口が長らく減少トレンドをたどるな

か、本稿では、その全体像を俯瞰することを目的に、関連統計を含め、簡単にデー

タを整理する。

２．全国の総人口推計

今回公表された令和５年推計では、先行き２０５０年までの推計人口が明らかにされ

た。わが国の総人口は、２００８年に１億２,８０８万人でピークを付けた後、緩やかな減
少トレンドに転じており、その後も２０５０年にかけて減少を続けると見られている。

（図表１）全国の総人口の推移

（注）２０２１年以降は、今回公表された５年毎の人口が当該５年間に等速で変化すると
仮定し、単年度の人口を算出した。

（出所）国立社会保障・人口問題研究所「令和５年推計」、総務省「人口推計」を基に
筆者作成
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３．都道府県別の人口変化

２０５０年の都道府県別の人口推計を２０２０年時点での人口と対比してみると、唯一、

東京都のみが増加を見込むものの、他の道府県は軒並み減少する予測となってい

る。これを減少率の大きな順に並べると、長崎県は、▲３３.８％と全国５位となって
いる。

（図表２）都道府県別の人口推計と変化率

（出所）国立社会保障・人口問題研究
所「令和５年推計」を基に筆者
作成
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４．長崎県の人口推計

長崎県の人口は、１９５９年をピークに急激な減少をみた後、幾分持ち直したものの、

１９８４年以降、一貫して減少を続けており、２０５０年にかけても引き続き減少するもの

と推計されている。

５．人口動態の寄与度分解

こうした人口の減少を、出生・死亡による「自然増減」と、転居等による「社会

増減」とに要因分解すると、長崎県は自然増減が減少トレンドをたどっているほか、

社会増減も１９６０～１９７０年代の大幅な社会減を含め、一貫して転出超が続いており、

進学、就職、転居等を主因に県外への流出が人口の減少に大きく影響している可能

性が強く示唆されている。とくに直近２０１５－２０２０年の社会減少率では、長崎県が全

国１位となっている。

（図表３）長崎県の総人口の推移

（注）２０２１年以降は、今回公表された５年毎の人口が当該５年間に等速で変化すると
仮定し、単年度の人口を算出した。

（出所）国立社会保障・人口問題研究所「令和５年推計」、総務省「人口推計」を基に
筆者作成
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（図表４）人口動態の寄与度分解（長崎県）

（出所）国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」を基に筆者作成

（参考）人口動態の寄与度分解（全国）

（出所）国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」を基に筆者作成
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６．長崎県からの転出先

長崎県の社会減について、その転出先をみると、従来、福岡県、首都圏（東京都、

神奈川県）、大阪府、愛知県といった大都市圏が上位を占めてきたが、２０００年以降

は、福岡県の占める割合が上昇するとともに、佐賀県が東京都に次いで第３位に浮

上するなど、福岡近郊への流出が増加している。長崎県から隣接する佐賀県への転

出は、やや意外感があるものの、福岡県の割合が上昇していることと併せて考える

と、佐賀県東部の福岡県に接しているエリアは、交通アクセスも良く、福岡のベッ

ドタウンとして選択されている可能性がうかがわれる。

（図表５）社会増減率の全国順位（２０１５～２０年）

（出所）国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」を基に筆者作成
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７．高齢化の動向

総人口に占める高齢者の割合をみると、長崎県は、１９６０年以降、全国を上回って

推移している。

今回公表された「令和５年推計」では、先行き２０５０年までの高齢化比率の推計も

明らかにされている。

図表８は総人口に占める６５歳以上人口の割合、また、図表９は同様に７５歳以上人

口の割合となっている。上位１０先をみると、東北地方や四国地方の県が目立つなか、

（図表６）長崎県の転出先都道府県

（出所）国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」を基に筆者作成

（図表７）高齢化の推移

（出所）国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」を基に筆者作成
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（図表８）総人口に占める６５歳以上人口

の割合

（出所）国立社会保障・人口問題研究所「令和５年推計」を基に筆者作成

（図表９）総人口に占める７５歳以上人口

の割合
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長崎県は九州勢においてトップとなっており、いずれの計数も２０５０年時点で全国９

位となっている。

８．むすびに代えて

今回、国立社会保障・人口問題研究所から、「日本の地域別将来推計人口（令和

５年推計）」が公表されたことを契機に、関連するデータも含め、グラフや表に加

工することを通じ、全体像の俯瞰を試みた。

もとより、推計は、種々の前提を置いた予測値であり、今後の社会情勢の変化や

政策措置によって、大きく変わり得る点には注意が必要であるが、今回の推計によ

れば、長崎県は、先行き２０５０年に向けて、一段と人口が減少する姿が見込まれてい

る。その要因をみると、足元までは社会増減による減少が大きく、転出先は２０００年

代入り以降、福岡県、東京都に次いで、佐賀県が３位に浮上していることが確認さ

れた。また、長崎県は、高齢化の進展も引き続き見込まれ、総人口に占める６５歳以

上人口の比率、及び同７５歳以上人口の比率は、ともに東北勢や四国勢が目立つなか、

九州勢トップとなっており、２０５０年時点において、全国第９位の高齢県となること

が推計されている。

減少する人口を短期間に反転・上昇させることは、相当、思い切った異次元の対

策を講じない限り、困難である。当面は、一段の人口減少及び更なる高齢化の進展

を所与として、社会のあり方を構想することになると思われる。
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